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企業名 場の●１ ←← 全従JilWi. 内ｉｉ１ｉＩｉ・派jfi li1比率 ｌｌｌｌﾘ『
コーマツ 大阪 5()(） 2()０ 4().(） ｢l維新|ⅡＩ
｢１本ビクター ０１ １｜ 〃１．１ Ｐ 薑ｌｊ ｉ 冊１１ 75(） 375 5().(） |]維新lｌｌ１
齢I:皿プラズマ 三ｊＫ 110(） 6()０ 5４．５ １１総Hili業新llll
''１形ケンウッド 450 300 6６．７ ﾉノ
キャノン マテリアル他 5()()(） 25()０ 50.0 ０１ﾘ１１１新|ⅡＩ
ソニー イーエムシーエス １２()()(） 110()０ 9１．７ ダイヤモンド
三洋fu機 テレコミニケーション 1８７２ 1５３４ 8１．９ [I総フォーラム
スズキ 湖 35()0 800 2２．９ ダイヤモンド
松1fMi器 映像（l1jM<） １１()(） 5()６ ４６.(） アカハタIllli1版
シャープ◎ Ⅲ１１１ 3()8(） 2280 7`１.(） 〃
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髄機)!ｌ|:業の伽外巡１１１と)､{川への;桝艸 405 
OEM)，｜｣本|玉|内TIT場向けのローカル・メーカーに転落した。2000年代に
入って，’三１本が世界シェアをjlNI1係している新製,W,にデジタルカメラや液
!}ルプラズマテレビがあるが，これらは未だ１１界の最先端il1j費市場である
[１本市場|可けが主力のiWi1W1で，これが世界l11fi品になるときには，いずれ
稗・台・'１１にシェアーを奪われることは必定で，その兆候は既に現れつつ
ある。
この原因は，アジア識|玉|とりわけ'1:１国に'1k界TlJ場おけるIilli格支配椎を握
られた上に，我が匡|電機メーカーがこれらの国々からの「Iilli格破壊」攻撃
に耐えきれなくなったことによるもので，さらにその背後には世界一の高
賃金による高コスト榊造という抜き漣しならないlllj題が横たわっていたの
である(2)。
こうしたjIiilt国，台湾，束アジア諸|正|と｢ｌ１ｌ正|の追い上げによるわが国砺機
醗業の比較優位の基盤の喪失は，｜工|際経済学の理論では要素ＩＩＩｉ格均等化の
定理で説lﾘ]される。
ストルパーストルパーーサミュエルソンの「要素Iilli格均等化の定測りに
よれば，「1吋の目[|]な輪１１}が保証されていれば，賃金の高い|玉|の労lli1l者も，
生雄要素が等しくなるところまで引き下げを免れない」というもので，低
賃金国からは低価格,hIlが大戯に流入して，Iilli格下落，絲済停滞を通じて，
賃金の引下げがまぬがれなくなる。しかし，ｉｆ金の「下方硬直性」が作用
して，産業伸洲が長期化するのであるが，こうしたプロセスを経て起った
雁川の減少が，産業の空iliil化なのである。
【画期としての2001年】
我が国の電機産業の労使は，この過程の初jUIの段階でその事態の深刻さ
に気付き，対応をはかるべきであった。だが，そうはしなかった。1991年
の赤闘で，髄機の経'嵩ＩＩｌＩは定昇.込み５％と，当時としては低額回答に１１１１さ
え込んだが，しかしその後も賃上げ要求に応え続け，電機迎合がベース。
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アップ要求を111りやめたのは2002ｲﾄﾞ水ＭＩＩであった。この間，じつに10年を
要した。この対)芯の遅さは，〃ii111の''１１題を巡っても同;様で，リストラとい
っても正規従業貝の終身雇用を守りつつ彼我の攻勢に耐えようとする不徹
庇なものにとどまった。すなわち，二1二場内ではJMIl従業員の定年等の'二I然
減や新鋭工場の新)in雁)'１に対応して徐々に非IFlM労働者への扉H1の切り替
えを実施するという，鈍くて不徹底な対応に終始したのであった。
しかし，こうした髄機企業の鈍くて不徹底な対･応も，2001年には限界に
達した。このような嗣機企業の「失敗の本質」は，当時から電機企業の経
営に当たってきた人の話の'１１に垣llll見ることができる。現東芝会長の岡村
IE氏の，次のような証言がある。
「'二1助LlIや精辮機械メーカーなどは，1990年代の初めころから新しい企
業体質をめざして着々と手を打ってきたが，エレクトロニクスメーカー
は，あまり危機意識を感じていなかった｡」と誼機企業の対応の遅れを指
摘した上で，つづけて「大きな決断で一番正要なのは過去を捨てることだ
と,思います。過去を清算するといっても人を減らす必要もあるし相当お金
もいる。過去を拾てる怖さもある。しかし営業批失一千億円，妓終扱益二
千｛意円という数字を凡て，こういう過ちを二度繰り返すと東芝は本当につ
ぶれると誰もが思うようになった。そこでようやく過去を捨てる決断がで
きたのです｡」と，述べている(3)。
ここで言う「一千億IU，二千Ｉ意１１]という赤字」というのは，2002年３月
期の決算のことである。まさに，この2001年度こそが戦後[１本の砺機産業
にとってかつてない榊造危機にllii/１つた年であり，またこの小論のテーマで
ある「雇用空iliil化」論にとってのImi期の年となった。
そのメルクマールは次の４つである。
館１は，いま述べた大手電機企業がili1:並み赤字を記録したことである。
財務省の法人企業統計の長期時系列統計は1960年までさかのぼることが可
能であるが，この45Ｊ|ﾐIlMで資本金10億|Ｊ１以上の主要企業の経常利益がマイ
ナスになったのは，2001年度の１１m|だけという，未曾有の危機的事態とな
ｆＩＺ機ｊｌｉｉ業の海外進lllとⅢ１１)Ⅱへの影戦！ 407 
った。
第２に，200111iの夏から秋にかけて，髄機大手企業が相次いで緊急雇)Ｕ
施策の断行に路み切ったことである。この髄機大手企業の大リストラは，
新llH･週刊誌で「松~ﾄﾞｆＩｉ器８万人対象人減らし」（夕刊フジ)，「’'三l立２万人
ＩＩｊＩ減」（[Ｉ刊ゲンダイ）などと大々的に報じられたが，′ili機H1:業の労使に
とっては終戦ul後の「企業艘Ⅲ'1．レッドパージ」以来の緊急事態となっ
た。
第３に，この結采，この年の稲機)１１｢i業の雁)'１は，Ｉ|ミルA労(1腓片プラス非正
規労働者の企従事者ベースで，９０年代を､､じて維持してきた180ﾉJ人を，
初めて割り込む異常事態となった。
第４に，この年の＊になって電機連合は来るべき02ｲﾄﾞﾙﾘにlMiiんで，賃上
げ要求を兄送る決定をした。1955ｲli，当時の電機労述が八lMi共ljillに参画
したことで始まった券6Mで，つねに秤闘の'１｣核2剛'１であった↑(i機がベアゼ
ロとなったことは，まさにＨら赤lIMIlに終潟をリ|導を渡すことになったので
ある。
【構造再編劇と雇用空洞化】
2001年の我が国流機脈業の停洲は，この年がｌＵ:界的なIT111i環の谷1111に
遭遇したことがiULI接のり|き余になったことは砿かであるが，’三１本だけがこ
のように危機的かつ緊急・』Ｉ餅Ｉｉの事態に１１１hつたのは，別の要lklがあったと
考えるのが妥当であろう。それは，1987年以降，世界一の尚貸金・高コス
トになった我が|玉lflii機脈業が，糊正|や台湾，また束アジア諸国，さらには
''１国からの{illi格破壊攻勢によって，比較優位を劣化させたことによる構造
的原因に基づくものである。
したがって，この2001年の緊急)ii1111対譽策の後には，近い将来に冠機産業
の本格的橘造ill編力ＭＭ§化するとみられていた。筆粉はその幟造ＩＩｊ編劇
は，「|ﾘﾐ界メーカーの水位水iM(iが必ずや上がってくることで，大規模な
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｢撤収戦」を迫られてくること，国際的規模での業界ＩＶ編になる」と指摘
してきたい)。そのうえで，2001年のリストラを1mi期としてはじまった)寵川
の減少が，「Ｍ１１の空洞化」の予兆であ')，その後に始まる！i｢i業の椛造再
編劇のなかで本格化するだろうと千ill'Iしていた。しかし，この予測は，
2003年から2004年にかけてのデジタル殿気によって，いったん111断され先
送りされた。
しかし，2005年３)1期のソニーの徽業赤字決算，また'１月から１２月にか
けて表面化した三洋711機とパイオニアとの髄機企業の総'哲危機は，我が|工｜
電機産業の大ＩＩＪ編を告げる111来事であった。。
我が国のf(n機産業の雄業休lIillは総合flii機３社，亜f１１機３社，家電・帝響
４社，通信・コンピュータ３社の大手13社休Ilillで，これは1990年当時と今
も変わりなく，産業柵造のI1Jjliliiiは起らなかった。このｌｌｌ，鉄鋼産業は大手
５社体制から２社に，また都Ｔｌ7銀行がIill銀12行から３グループに再編が進
み，あるいは比較優位を維持している自動IMi業でも１１７編が進んでいる。
三洋電機とパイオニアの)jIiql)行きは未だつまびらかでないが，新聞報道
によるとiil1j社の経'獣危機が「デジタル家電のIIlli格下落による収益力の悪
化」とされている点は注｢'すべきである。1990年代以降，アジア並びの中
国からの「Iilli格破壊」攻撃に，我が'工|電機メーカーは一つとして落ちこぼ
れることなく耐えてきたが，今度のこの２社が内外資本による|Ⅱ|際的な規
模を含めた提鵬・統合にまで進むとするならば，我が国電機産業の本格的
な産業再細が妬まり，雁１１]への影響は本格化することになろう。
相対的に低位な要素I1lli格の'五|々への海外投資を拡大し，それを挺子にキ
ャッチアップしてきた国々からの｛llli格破壊の攻勢を受けるという，いわゆ
る要素価格均等化が貫徹するなかで，要素I1lIi;烙の高位の|玉1の労働者の「賃
金破壊」の「雁)１１破壊」をもたらすことが「産業の空洞化」であるとする
と，今それか顕在化し始めているということである。
電機産業の海外進出と雇)1]への影鑿 409 
《注》
（１）電機連合「電機産業の雇用織造に関する調査」及び「電機産業における
請負活用に関する実態調杏」（2001年＆2004年)，佐藤博樹・電機総研「ＩＴ
時代の雇用システム」（日本評論社，2001年）
（２）賃金の匡|際比較については，小林良'１場「日本経済どこからどこへ」（｢現
代の理論」2004年秋号）
（３）岡村正「人間発見・過去を捨てる恐怖と戦う」（｢日本経済新聞」
2005.8.29.夕刊）
（４）小林良'陽「電機産業に何がおこったか」（久本憲夫・電機総研「企業が
割れる」日本評論社，2005年）
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OverseasExpansionbyJapaneseEIectricManufacturing 
lndustriesalｌｄｌｔｓｌｎｆｌｕｅｎｃｅｏｎＥｍｌ)loyment 
ＹｏｓｈｉｎｏｂｕＫＯＢＡＹＡＳＨＩ 
《Abstract》
Theresearchesontheh(〕ⅡowingoutofJapalleseindustrieshavea
historyof30years,|)utthestudiescarriedoutl)ynlanyofresearchers 
andinstitutesllavel)eel1relyingonthepresuml)tiol1thatthehollowing 
outofJapalleseindustrieswaseitheroccurringorwasintheprocessof 
occurrllIg、
However，thehollowingoutofJapalleseindustriesdidnotreally 
happel]duringthose30years,illfactithadoccurredol)enlyjustafter 
l997・Therefore,itseemedthatthemajorityoftllel)astresearchpapers
hadbeenbasedollillusion，fiction，withoutsubstance・
Thispaperisaiｍｉｎｇｔｏｍａｋｅｃｌｅａｒｔｈｅｒｅａｓｏｌ１ｓｗｈｙmallyresearches 
hadmadefalsestatementsandtoprovetheprocessofthehollowingout 
ofJal)aneseindustries，１)ｙｔａｋｉｎｇａｎｅｘａｍｌ)IeofJapalleseelectric 
manufacturingil1dustries． 
